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１．計画の基本的事項  

(1) 計画の基本的な考え方 

○ 来る 2025 年には団塊の世代が 75 歳以上となり、３人に１人が 65 歳以上、５人に１人が

75 歳以上となる。今後、高齢化が進展すると医療や介護を必要とする方がますます増加すること

が予想され、現在の医療・介護サービスの提供体制のままでは十分に対応できないことが見込まれ

ている。 

○ 本県においても、2010 年に 22.3%であった高齢化率（65 歳以上人口割合）が、2016 年

には 26.2%まで上昇し、2025 年以降は 30%を超えると予測されていることから、県民誰もが高

齢者となっても住み慣れた地域で安心して生活することができるよう、効率的で質の高い医療提供

体制と、医療、介護、予防、住まい、生活支援といったサービスを切れ目なく一体的に提供できる

地域包括ケアシステムを早急に構築していくことが求められている。 

○ 本県では、平成 26 年度から、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法

律（平成元年法律第 64 号）に基づき策定した県計画により、地域医療介護総合確保基金を

活用して、医療・介護分野における取組を実施してきたところであり、また、平成 29 年３月には

2025 年のあるべき医療提供体制の姿を明らかにするとともに、その実現に必要となる施策を示し

た「地域医療構想」を策定した。 

○ 令和４年度も引き続き、「地域医療構想」に基づき、地域の実情に応じた医療資源の効果的

かつ効率的な配置を促し、急性期から回復期、慢性期、在宅医療等まで、患者の状態にふさわ

しい、より良質な医療サービスを受けられる体制の構築を進めるとともに、切れ目のない医療・介護

サービスを提供する地域包括ケアシステムの構築に向け、医療機能の分化・連携、在宅医療の充

実、介護施設等の整備、医療・介護従事者の確保・養成といった取組を進め、地域における医

療及び介護の総合的な確保を推進していく必要がある。 

○ これらの取組について、基金を活用し、医療及び介護の関係者が共通の認識に立ち、適切な目

標設定の下、実効性ある事業を展開していくため、本計画を策定するものである。 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

福岡県における医療介護総合確保区域については、福岡・糸島、粕屋、宗像、筑紫、朝倉、

久留米、八女・筑後、有明、飯塚、直方・鞍手、田川、北九州、京築の 13 区域とする。 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 

（異なる理由：                     ） 
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(3) 計画の目標の設定等 

■ 福岡県全体 

１．目標 

福岡県においては、超高齢社会を迎えるにあたっても、県民が住み慣れた地域で生活しながら

適切な医療・介護を受けられる体制を構築し、県民生活の「安定」、「安全」、「安心」を向上させ

るため、以下を目標とする。 

① 地域医療構想の達成に向けた病床の機能または病床数の変更に関する事業の目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期

又は慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 令和４年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

医療機関数 ４医療機関→４医療機関 

高度急性期病床 ０床→０床 

急性期病床   19 床→０床 

回復期病床   50 床→50 床 

慢性期病床   98 床→30 床 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

今後必要となる訪問診療や訪問看護の確保を図るための対応策、とびうめネットを活用した

多職種連携の推進等について、「地域医療構想調整会議」において関係者間で十分協議を

行い、在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関

する事業を実施することで、それぞれの地域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を

進めていく。 

【定量的な目標値】 

・ 令和４年度末までに蓄積するビッグデータ（人口・医療・介護・検診）数：約 45.2 億

件（R４年 2 月現在：約 40 億 7 千万件） 

・ 訪問診療を受ける患者数：28,001 人／月(H29) → 42,095 人／月(R5) 

・ 福岡県在宅医療推進協議会の開催：年 2 回 

・ 地域在宅医療推進協議会の開催：年 9 回 

・ 在宅医療・介護連携支援員の設置数：9 箇所 

・ 訪問看護ステーションスキルアップ研修会の開催：年 9 回（270 人） 

・ 多職種連携推進のあり方検討会の開催：年 2 回 

・ 地方リーダー研修会の開催：年 1 回（参加者 110 名） 

・ 住民啓発講座を年 4 地域程度で開催（400 名） 

・ ボランティア養成講座を年 4 地域程度で開催（80 名） 
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・ 全県的な住民啓発イベントを年 1 回以上開催（200 名） 

・ コールセンターの相談件数 350 件を目標とする。 

・ 精神科病院における医療保護入院者退院支援委員会推進事業を活用して医療保護

入院者退院支援委員会に参加した地域援助事業者数（R3.3 月時点：58 人） 

・ 歯科診療や保健指導に関する相談対応可能な専門職の配置数：6 箇所 

・ 交流会開催地域数：13 

・ 介護施設向け研修会開催地域数：２ 

・ 医療従事者向けセミナー開催地域数：２ 

・ 市町村保健師向けワークショップ開催地域数：２ 

・ 居宅療養管理指導料算定薬局数 1,239 件（R03）→1,277 件（R04） 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 介護サービスの供給体制の確保や地域包括ケアシステムの構築に向けて、県の介護保険事

業支援計画において予定している地域密着型サービス等の介護基盤の整備を行う。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 （事業所数）      ９３カ所 → ９５カ所 

 （床数）      ２，４５０床 → ２，５０８床 

・地域密着型特別養護老人ホームに併設されるショートステイ（整備数） 

 （事業所数）       ０カ所 → ２カ所 

 （床数）          ０床 → １２床 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）     ７０６カ所 → ７１２カ所 

 （床数）     １０，７６４床 → １０，８７２床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）     ２８０カ所 → ２８３カ所 

 （利用者数） ４，９０５人／月分 → ５，１４０人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）      ７１カ所 → ７８カ所 

 （利用者数） ２，５９３人／月分 → ２，８１０人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）      ３７カ所 → ４０カ所 

 （利用者数）   ９４３人／月分 → １，００１人／月分 

・介護予防拠点（整備数） 

 （事業所数）       ０カ所 → １カ所 
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④ 医療従事者の確保に関する目標 

医師については、県全体では、人口 10 万人当たりの医師数は全国平均を上回っている状

況であるが、地域偏在や救急、小児、産科・産婦人科など診療科による偏在が大きな課題と

なっていることから、地域医療支援センターにおける医師確保対策をはじめ、地域偏在や診療

科偏在の緩和、解消等に引き続き取り組んでいく。 

看護職員については、人口 10 万人当たりの数は全国平均を上回っているが、第 7 次需給

見通しでは平成 26（2014）年時点で充足はできていない状況にあり、また、今後は、在宅

医療の中心となる訪問看護師の確保が重要な課題となるとともに、専門性を確保するための育

成支援が求められていることから、ナースセンターの機能強化により復職支援に努めるとともに、

看護職員の質の向上や離職対策として研修の充実、質の高い看護教育の確保のための看護

師等養成所への運営費支援、看護職員等の勤務環境の改善等に取り組むことで、総合的な

看護職員の確保を図っていく。 

【定量的な目標値】 

・ 小児救急医療電話相談件数：50,000 件 

・ 小児救急医療支援事業の補助事業者数：5 市、1 広域市町村圏事務組合 

・ 短時間勤務導入促進事業の利用者数：7 名 

・ 手当支給施設の産科・産婦人科医師数：R2 実績（672 名（手当支給医師数））

を上回る 

・ 寄附講座設置大学数：4 大学 

・ 緊急医師確保対策奨学金貸与者数：５名 

・ 専門研修資金貸与医師数：産科 11 人、小児科 5 人、総合診療：8 人 

・ 看護師養成所運営費補助施設数：35 校 43 課程 

・ 看護教員養成講習会受講者数：40 名 

・ 看護職員における新卒就業者数の増加（R3：2,640 名） 

・ 病院内保育所補助事業者数：51 施設 

・ 県内の看護師等学校養成所への入学者数の維持（R3:4,233 人） 

 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度の福岡県で必要となる介護人材 97,525 人を確保する。 

 

⑥ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

いわゆる「働き方改革関連法」により、令和６年４月から医師に対する時間外労働の上限
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規制が適用される。現在の医療は医師の自己犠牲的な長時間労働により支えられている面が

あり、地域医療体制を確保しつつ医師の労働時間を短縮する必要があるため、医療機関が実

施する勤務医の負担軽減及び処遇改善に関する取組みについて、地域医療介護総合確保

基金を活用して支援を行っていく。 

【定量的な目標値】 

・ 地域医療勤務環境改善体制整備事業費補助金補助施設数：24 施設（累計） 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

 

■ 福岡・糸島区域 

１．目標 

福岡・糸島区域は、政令指定都市である福岡市及び糸島市の２市から構成されており、令和

4 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 1,671,625 人、高齢者人口は 379,900 人、高齢化率

22.7%となっている。県内最大の人口を擁し、高齢化率は県平均（27.9%）と比較し低いも

のの、今後、急激な高齢化が見込まれていることから、県民が住み慣れた地域で生活しながら適

切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とす

る。 

① 地域医療構想の達成に向けた病床の機能または病床数の変更に関する事業の目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期

又は慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 令和４年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

医療機関数 ４医療機関→４医療機関 

高度急性期病床 ０床→０床 

急性期病床   19 床→０床 

回復期病床   50 床→50 床 

慢性期病床   98 床→30 床 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで福岡・糸島区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めて

いく。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、福岡・糸島区域においてもその着実な進

捗を図る。 
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③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 県内一番の都市部であり、将来の高齢者数の動向なども踏まえた、バランスのとれた介護基

盤の整備が求められている。 

○ このため、地域包括ケアシステムの構築に向けて、認知症高齢者グループホームや定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所等の多様な施設の整備を行う。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 （事業所数）      ２４カ所 → ２５カ所 

 （床数）        ６３３床 → ６６２床 

・地域密着型特別養護老人ホームに併設されるショートステイ（整備数） 

 （事業所数）       ０カ所 → ２カ所 

 （床数）          ０床 → １２床 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）     １４５カ所 → １４８カ所 

 （床数）      ２，３８１床 → ２，４３５床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）      ５８カ所 → ６０カ所 

 （利用者数）   ９７１人／月分 → １，０２５人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）      ２２カ所 → ２６カ所 

 （利用者数）   ６９１人／月分 → ８０３人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）      １０カ所 → １２カ所 

 （利用者数）   １９０人／月分 → ２４０人／月分 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、福

岡・糸島区域においてもそのための対策を着実に進める。 
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２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

■ 粕屋区域 

１．目標 

粕屋区域は、古賀市並びに粕屋郡宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久山町、及び

粕屋町の１市７町から構成されており、令和 4 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 294,372 人、高

齢者人口は 71,193 人、高齢化率 24.2%となっている。高齢化率は県平均（27.9%）と比較

し低いものの、今後、高齢化が見込まれていることから、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切

な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで粕屋区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、粕屋区域においてもその着実な進捗を

図る。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 福岡・糸島区域に隣接する人口増加地区であり、将来の高齢者数の動向なども踏まえた、

バランスのとれた介護基盤の整備が求められている。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 （事業所数）       ３カ所 → ３カ所 

 （床数）         ７８床 → ７８床 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）      ２０カ所 → ２０カ所 

 （床数）        ３６９床 → ３６９床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）       ５カ所 → ５カ所 

 （利用者数）   １２６人／月分 → １３９人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）       ２カ所 → ２カ所 

 （利用者数）    ５６人／月分 → ５８人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 
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 （事業所数）       ２カ所 → ２カ所 

 （利用者数）    ７４人／月分 → ８１人／月分 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、粕

屋区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

 

■ 宗像区域 

１．目標 

宗像区域は、宗像市及び福津市の２市から構成されており、令和 4 年 4 月 1 日現在、圏域

人口は 165,016 人、高齢者人口は 48,076 人、高齢化率 29.1%となっている。高齢化率は

県平均（27.9%）よりやや高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な

医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで宗像区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、宗像区域においてもその着実な進捗を

図る。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの

対応等が課題となっている。 

○ このため、認知症高齢者グループホーム等の整備を行う。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 
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 （事業所数）       ３カ所 → ３カ所 

 （床数）         ８７床 → ８７床 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）      １３カ所 → １４カ所 

 （床数）        ２１６床 → ２３４床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）       ７カ所 → ７カ所 

 （利用者数）   １５２人／月分 → １５５人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）       １カ所 → １カ所 

 （利用者数）    ４３人／月分 → ７５人／月分 

・介護予防拠点（整備数） 

 （事業所数）       ０カ所 → １カ所 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、宗

像区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

■ 筑紫区域 

１．目標 

筑紫区域は、筑紫野市、春日市、大野城市及び太宰府市並びに那珂川市の 5 市から構成

されており、令和 4 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 442,212 人、高齢者人口は 108,125 人、

高齢化率 24.5%となっている。高齢化率は県平均（27.9%）と比較し低いものの、今後、高

齢化が見込まれていることから、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受け

られる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで筑紫区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

【定量的な目標値】 
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・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、筑紫区域においてもその着実な進捗を

図る。 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 福岡・糸島区域に隣接する人口増加地区であり、将来の高齢者数の動向なども踏まえた、

バランスのとれた介護基盤の整備が求められている。 

○ このため、地域包括ケアシステムの構築に向けて、認知症高齢者グループホームや定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所等の多様な施設の整備を行う。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 （事業所数）       ６カ所 → ６カ所 

 （床数）        １５４床 → １５４床 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）      ３４カ所 → ３６カ所 

 （床数）        ５１６床 → ５５２床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）      １９カ所 → ２０カ所 

 （利用者数）   ３８１人／月分 → ３９０人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）       ４カ所 → ４カ所 

 （利用者数）   １３２人／月分 → １５２人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）       １カ所 → ２カ所 

 （利用者数）    ６０人／月分 → ６０人／月分 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、筑

紫区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 
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■ 朝倉区域 

１．目標 

朝倉区域は、朝倉市並びに朝倉郡筑前町及び東峰村の１市１町１村から構成されており、

令和 4 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 83,148 人、高齢者人口は 28,190 人、高齢化率

33.9%となっている。高齢化率は県平均（27.9%）と比較し高くなっており、県民が住み慣れた

地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このた

め、以下を目標とする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで朝倉区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、朝倉区域においてもその着実な進捗を

図る。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの

対応等が課題となっている。 

 

【定量的な目標値】 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）       ８カ所 → ８カ所 

 （床数）        １３５床 → １３５床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）       ３カ所 → ３カ所 

 （利用者数）    ７５人／月分 → ７７人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）       １カ所 → １カ所 

 （利用者数）    ３７人／月分 → ３８人／月分 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 
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【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、朝

倉区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

 

■ 久留米区域 

１．目標 

久留米区域は、久留米市、大川市、小郡市及びうきは市並びに三井郡大刀洗町及び三潴

郡大木町の４市２町から構成されており、令和4年4月1日現在、圏域人口は452,052人、

高齢者人口は131,366人、高齢化率29.1%となっている。高齢化率は県平均（27.9%）と

比較し高くなっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体

制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで久留米区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めてい

く。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、久留米区域においてもその着実な進捗

を図る。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの対応等が課題となっている。 

○ このため、地域密着型特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホーム等の整備を行

う。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 （事業所数）      ２０カ所 → ２１カ所 

 （床数）        ５３７床 → ５６６床 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）      ８７カ所 → ８７カ所 

 （床数）      １，４４０床 → １，４４０床 
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・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）      ５２カ所 → ５２カ所 

 （利用者数）   ９５４人／月分 → ９８２人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）      １２カ所 → １３カ所 

 （利用者数）   ４０３人／月分 → ４１７人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）      １５カ所 → １５カ所 

 （利用者数）   ３２７人／月分 → ３３９人／月分 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、久

留米区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

 

■ 八女・筑後区域 

１．目標 

八女・筑後区域は、八女市及び筑後市並びに八女郡広川町の２市１町から構成されてお

り、令和 4 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 129,780 人、高齢者人口は 41,541 人、高齢化

率 32.0%となっている。高齢化率は県平均（27.9%）より高い値となっており、県民が住み慣

れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。こ

のため、以下を目標とする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで八女・筑後区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めて

いく。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、八女・筑後区域においてもその着実な進
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捗を図る。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの

対応が課題となっている。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 （事業所数）       １カ所 → １カ所 

 （床数）         ２９床 → ２９床 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）      ２６カ所 → ２６カ所 

 （床数）        ４０５床 → ４０５床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）      １２カ所 → １２カ所 

 （利用者数）   ２１８人／月分 → ２５３人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）       ４カ所 → ４カ所 

 （利用者数）   １１８人／月分 → １２２人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）       １カ所 → １カ所 

 （利用者数）    ２５人／月分 → ２５人／月分 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

・ 県内の医学部を有する大学に寄附講座を設置し、講座の研究プログラムの一環として、

県が指定する保健医療圏の医療機関に対し、医師を派遣する。 

【定量的な目標値】 

・ 寄附講座からの派遣医師数：６名 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、八

女・筑後区域においてもそのための対策を着実に進める。 
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２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

 

■ 有明区域 

１．目標 

有明区域は、大牟田市、柳川市及びみやま市の３市から構成されており、令和 4 年 4 月 1

日現在、圏域人口は 208,759 人、高齢者人口は 76,824 人、高齢化率 36.8%となってい

る。高齢化率は県平均(27.9%)と比較しかなり高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生

活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下

を目標とする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで有明区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、有明区域においてもその着実な進捗を

図る。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの

対応が課題となっている。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 （事業所数）       ３カ所 → ３カ所 

 （床数）         ４６床 → ４６床 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）      ３９カ所 → ３９カ所 

 （床数）        ５１３床 → ５１３床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）      ３５カ所 → ３５カ所 

 （利用者数）   ５６１人／月分 → ６０６人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）       ２カ所 → ２カ所 

 （利用者数）    ５０人／月分 → ５０人／月分 



18 

 

 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）       １カ所 → １カ所 

 （利用者数）    ４８人／月分 → ６４人／月分 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、有

明区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

 

■ 飯塚区域 

１．目標 

飯塚区域は、飯塚市及び嘉麻市並びに嘉穂郡桂川町の２市１町から構成されており、令和

4 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 175,064 人、高齢者人口は 59,625 人、高齢化率 34.1%

となっている。高齢化率は県平均(27.9%)と比較し高い値となっており、県民が住み慣れた地域

で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、

以下を目標とする。 

① 地域医療構想の達成に向けた病床の機能または病床数の変更に関する事業の目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期

又は慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 令和４年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

医療機関数 ４医療機関→４医療機関 

高度急性期病床 ０床→０床 

急性期病床   19 床→０床 

回復期病床   50 床→50 床 

慢性期病床   98 床→30 床 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで飯塚区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

【定量的な目標値】 
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・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、飯塚区域においてもその着実な進捗を

図る。 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの

対応が課題となっている。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 （事業所数）       ４カ所 → ４カ所 

 （床数）         ９８床 → ９８床 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）      ３３カ所 → ３３カ所 

 （床数）        ４１２床 → ４１２床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）       ６カ所 → ６カ所 

 （利用者数）   １１９人／月分 → １２１人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）       ３カ所 → ３カ所 

 （利用者数）   １３１人／月分 → １３２人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）       ３カ所 → ３カ所 

 （利用者数）    ８１人／月分 → ８２人／月分 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、飯

塚区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 
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■ 直方・鞍手区域 

１．目標 

直方・鞍手区域は、直方市及び宮若市並びに鞍手郡小竹町及び鞍手町の２市２町から構

成されており、令和4年4月1日現在、圏域人口は105,200人、高齢者人口は37,253人、

高齢化率 35.4%となっている。高齢化率は県平均(27.9%)と比較しかなり高い値となっており、

県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に構築していく

必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで直方・鞍手区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めて

いく。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、直方・鞍手区域においてもその着実な進

捗を図る。 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの

対応が課題となっている。 

 

【定量的な目標値】 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）      ３５カ所 → ３５カ所 

 （床数）        ４５０床 → ４５０床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）       ４カ所 → ４カ所 

 （利用者数）    ４６人／月分 → ４８人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）       １カ所 → １カ所 

 （利用者数）    ５５人／月分 → ５７人／月分 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る
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対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、直

方・鞍手区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

 

■ 田川区域 

１．目標 

田川区域は、田川市並びに田川郡香春町、添田町、糸田町、川崎町、大任町、赤村及び

福智町の１市６町１村から構成されており、令和 4 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 119,636

人、高齢者人口は 44,629 人、高齢化率 37.3%となっている。高齢化率は県内で最も高い値

となっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられる体制を早急に

構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで田川区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、田川区域においてもその着実な進捗を

図る。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの

対応が課題となっている。 

 

【定量的な目標値】 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）      ５３カ所 → ５３カ所 

 （床数）        ８０１床 → ８０１床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）      １１カ所 → １１カ所 

 （利用者数）   １６１人／月分 → １７０人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 
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 （事業所数）       ２カ所 → ２カ所 

 （利用者数）    ６３人／月分 → ６８人／月分 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

・ 県内の医学部を有する大学に寄附講座を設置し、講座の研究プログラムの一環として、

県が指定する保健医療圏の医療機関に対し、医師を派遣する。 

【定量的な目標値】 

・ 寄附講座からの派遣医師数：11 名 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、田

川区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

 

■ 北九州区域 

１．目標 

北九州区域は、政令指定都市である北九州市、及び中間市並びに遠賀郡芦屋町、水巻

町、岡垣町及び遠賀町の２市４町から構成されており、令和 4 年 4 月 1 日現在、圏域人口は

1,063,348人、高齢者人口は337,470人、高齢化率31.7%となっている。高齢化率は県平

均(27.9%)と比較し高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介

護を受けられる体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

① 地域医療構想の達成に向けた病床の機能または病床数の変更に関する事業の目標 

不足する回復期病床について、医療機関の自主的な取組を基本としつつ、既存の急性期

又は慢性期病床等から回復期病床への機能転換により確保を図っていく。 

・ 令和４年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

医療機関数 ４医療機関→４医療機関 

高度急性期病床 ０床→０床 

急性期病床   19 床→０床 

回復期病床   50 床→50 床 
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慢性期病床   98 床→30 床 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで北九州区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めてい

く。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、北九州区域においてもその着実な進捗

を図る。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの

対応が課題となっている。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 （事業所数）      ２６カ所 → ２６カ所 

 （床数）        ７１０床 → ７１０床 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）     １７８カ所 → １７８カ所 

 （床数）      ２，６８８床 → ２，６８８床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）      ５６カ所 → ５６カ所 

 （利用者数）   ９３５人／月分 → ９５７人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）      １７カ所 → １７カ所 

 （利用者数）   ７８９人／月分 → ８０４人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）       ４カ所 → ４カ所 

 （利用者数）   １０８人／月分 → １１０人／月分 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 
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・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、北

九州区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

 

■ 京築区域 

１．目標 

京築区域は、行橋市及び豊前市並びに京都郡苅田町、みやこ町、築上郡吉富町、上毛町

及び築上町の２市５町から構成されており、令和 4 年 4 月 1 日現在、圏域人口は 184,189

人、高齢者人口は 59,444 人、高齢化率 32.3%となっている。高齢化率は県平均(27.9%)

と比較し高い値となっており、県民が住み慣れた地域で生活しながら適切な医療・介護を受けられ

る体制を早急に構築していく必要がある。このため、以下を目標とする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療等の提供体制を充実するための事業や在宅医療等を支える人材の確保に関する

事業を実施することで京築区域の実情に応じた在宅医療等の提供体制の構築を進めていく。 

【定量的な目標値】 

・ 訪問診療を受ける患者数を県全体で平成 29 年度の 28,001 人／月から令和 5 年度

までに 42,095 人／月へ増加させることとしており、京築区域においてもその着実な進捗を

図る。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○ 認知症高齢者の増加への対応や、今後重要性が増すと考えられる在宅での医療ニーズへの

対応が課題となっている。 

○ このため、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等の整備を行う。 

 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

 （事業所数）       ３カ所 → ３カ所 

 （床数）         ７８床 → ７８床 

・認知症高齢者グループホーム 

 （事業所数）      ３５カ所 → ３５カ所 

 （床数）        ４３８床 → ４３８床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 （事業所数）      １２カ所 → １２カ所 
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 （利用者数）   ２０６人／月分 → ２１７人／月分 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 （事業所数）       ０カ所 → ２カ所 

 （利用者数）    ２５人／月分 → ３４人／月分 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

・ 県内の医学部を有する大学に寄附講座を設置し、講座の研究プログラムの一環として、

県が指定する保健医療圏の医療機関に対し、医師を派遣する。 

【定量的な目標値】 

・ 寄附講座からの派遣医師数：3 名 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

福岡県においては、令和７年度（2025 年度）における介護人材の必要量を確保すること

を目標とする。そのため、介護分野への参入促進、人材の定着率向上及び資質の向上を図る

対策を進める。 

【定量的な目標値】 

・ 令和７年度までに県全体で 97,525 人の介護人材を確保することを目標としており、京

築区域においてもそのための対策を着実に進める。 

 

２．計画期間 

令和 4 年４月～令和７年３月 

 

 

 

(4) 目標の達成状況 

※ 本項目については、令和５年度以降に記載する。 

 

２．事業の評価方法  

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

（医療分） 

 〔令和４年度事業分〕 

・ 令和 3 年７月       県内関係 4 団体（県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看

護協会）及び県内各市町村に対し、4 年度基金計画に係る意見

照会を実施 
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・ 令和 3 年 9 月～10 月  上記照会により意見・要望を提出した団体及び市町村に対しヒアリン

グを実施 

・ 令和年月日         各関係団体へ説明（新型コロナウイルス感染症により中止） 

・ 令和年月日         厚生労働省ヒアリング（新型コロナウイルス感染症により中止） 

・ 令和 4 年 11 月 15 日  福岡県医療審議会医療計画部会で意見聴取 

 

 

【令和５年度事業分】 

・ 令和４年７月       県内関係 4 団体（県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看

護協会）及び県内各市町村に対し、５年度基金計画に係る意見

照会を実施 

・ 令和４年 9 月～10 月  上記照会により意見・要望を提出した団体及び市町村に対しヒアリン

グを実施 

・ 令和５年 12 月 13 日  福岡県医療審議会医療計画部会で意見聴取 

 

（介護施設等整備分） 

令和４年度事業分 

令和３年９月～    全市町村に対する令和４年度基金事業に係る照会 

令和４年１２月２２日 県医師会と協議 

令和５年１月２４日  県社会福祉審議会老人福祉専門分科会で意見聴取 

 

○令和５年度事業分 

令和４年９月～    全市町村に対する令和５年度基金事業に係る照会 

令和５年５月１８日  県医師会と協議 

令和５年 月 日   県社会福祉審議会老人福祉専門分科会で意見聴取 

 

（介護人材確保分） 

〔令和４年度実施分〕 

・ 令和 3 年７月２7 日～ 全市町村及び福岡県介護人材確保・定着促進協議会各団体に対
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し意見照会を実施 

・ 令和 3 年９月 10 日～10 月 28 日  .意見を提出した各団体に対する個別ヒアリングの実施 

・ 令和 4 年 6 月 17 日  .厚生労働省に協議書提出 

・ 令和 4 年８月 24 日  .令和 4 年度第１回福岡県介護人材確保・定着促進協議会（書

面開催）にて各団体に事業説明及び意見聴取 

・ 令和５年１月 17 日～１月２４日   県社会福祉審議会老人福祉専門分科会で意見聴取 

（書面開催） 

〔令和５年度実施分〕 

・ 令和 4 年 7 月２7 日～ 全市町村及び福岡県介護人材確保・定着促進協議会各団体に対

し意見照会を実施 

・ 令和 4 年 10 月３日～10 月 27 日  .意見を提出した各団体に対する個別ヒアリングの実施 

・ 令和 5 年 6 月 28 日  .厚生労働省に協議書提出 

・ 令和 5 年８月 22 日  .令和 5 年度第１回福岡県介護人材確保・定着促進協議会にて各

団体に事業説明及び意見聴取 

・ 令和６年１月２２日  .県社会福祉審議会老人福祉専門分科会で意見聴取 

 

(2) 事後評価の方法 

（医療分） 

県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県病院協会、私設病院協会、市町

村等で構成する協議会に、目標の達成状況や事業の実施状況を報告し、当該協議会の意見を

聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しを行うことなどにより、計画を推進していくこととする。 

（介護施設等整備分） 

福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会に、目標の達成状況や事業の実施状況を報告

し、意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しを行うことなどにより、計画を推進していくこと

とする。 

（介護人材確保分） 

福岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会に、目標の達成状況や事業の実施状況を報告

し、意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しを行うことなどにより、計画を推進していくこと

とする。 
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３．計画に基づき実施する事業 

事業区分１－２：地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は 

病床数の変更に関する事業 

 事業区分２  ：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分３  ：介護施設等の整備に関する事業 

 事業区分４  ：医療従事者の確保に関する事業 

 事業区分５   ：介護従事者の確保に関する事業 

事業区分６  ：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅰ-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又は

病床の機能の変更に関する事業 

標準事業例 
 

事業名 No 1 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

161,196 千円 
単独支援給付金支給事業 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年における必要病床数 65,383 床に対し、許可病床数は 67,677 床（令

和３年４月１日時点）となっており、病床規模の適正化のためには、過剰な病床

機能の更なる削減を促進していくことが必要である。 

 アウトカム指

標 

令和４年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

医療機関数 4 医療機関→4 医療機関 

高度急性期病床 0 床→0 床 

急性期病床   19 床→0 床 

回復期病床   50 床→50 床 

慢性期病床   98 床→30 床 

事業の内容 医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再

編の実施に伴い、減少する病床数に応じた給付金を支給する。 

アウトプット指標 （令和４年度）対象となる医療機関数 4 医療機関 

（令和５年度）対象となる医療機関数 ３医療機関 

アウトカムとアウトプットの関

連 

地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ自主的に病床数を減少する医療機関

に対し財政支援することにより、地域医療構想の実現に向けた取組の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

161,196 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

161,196 

民 (千円) 

161,196 

その他（Ｂ） (千円) 

 

備考（注２） 基金充当額：令和 4 年度 153,216 千円、令和 5 年度 7,980 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 
２．居宅等における医療の提供に関する事業 

標 準 事 業

例 
7 

事業名 No 2 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

860 千円 
在宅医療推進のための情報集積システム開発事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡市 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

効率的かつ効果的な医療と介護の提供に向け、医療機関が相互に、また様々なサ

ービス事業者と連携するための情報共有基盤の整備と、医療・介護ニーズをタイムリ

ーに把握するための仕組みを構築する必要がある。 

 アウトカム指

標 

訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/月（H29（2017））→42,095

人/月（R５（2023））〔在宅療養支援診療所等調査〕）※R４（2022）時

点指標：39,746 人/月 

事業の内容 在宅医療体制に関わる情報の収集・分析、市民・医療関係者への提供を行うシス

テムの拡充。 

アウトプット指標 令和４年度末までに蓄積するビッグデータ（人口・医療・介護・検診） 

数：約 45.2 億件（R４年 2 月現在：約 40 億 7 千万件） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

システムの構築により、現状と将来ニーズが収集・分析され、より質の高い在宅医療

介護サービスが提供されることで、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

860 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

431 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

431 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

214 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

645 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

215 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、

「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等

を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 



31 

 

 

事業の区分 
２．居宅等における医療の提供に関する事業 

標 準 事 業

例 
９ 

事業名 No 3 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,336 千円 
福岡県在宅医療推進協議会運営事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅医療に関係する医療・介護・福祉・行政等の関係機関等からなる協議会におい

て在宅医療に係る課題抽出や対応策の検討等を行うことによって、関係機関等と連

携を深めながら県全体として在宅医療の推進を図る。 

 アウトカム指

標 

訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/月（H29（2017））→42,095

人/月（R５（2023））〔在宅療養支援診療所等調査〕）※R４（2022）時

点指標：39,746 人/月 

事業の内容 県を事務局として在宅医療推進協議会を設置し、県内の在宅医療に関係する団体

と連携し、在宅医療に関する課題整理や対応策等の検討を行う。 

アウトプット指標 福岡県在宅医療推進協議会の開催：年 2 回 

アウトカムとアウトプットの関

連 

在宅医療の関係機関等の連携を図ることによって在宅医療の提供体制を強化し、訪

問診療を受ける患者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,336 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,558 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,558 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,778 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,336 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 1,292 千円、令和 5 年度 4,044 千円 
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事業の区分 
２．居宅等における医療の提供に関する事業 

標 準 事 業

例 
12 

事業名 No 4 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,568 千円 
訪問看護ステーションスキルアップ研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

訪問看護ステーションに求められる技術や知識を習得させることで、地域における在

宅医療体制の整備を図る。 

 アウトカム指

標 

訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/月（H29（2017））→42,095

人/月（R５（2023））〔在宅療養支援診療所等調査〕）※R４（2022）時

点指標：39,746 人/月 

事業の内容 訪問看護ステーション職員を対象に、看取り、人工呼吸器、難病患者への対応等、

訪問看護サービスの技能向上を目的とした研修会を開催する。 

アウトプット指標 訪問看護ステーションスキルアップ研修会の開催：年９回（２７０人） 

 

アウトカムとアウトプットの関

連 

訪問看護ステーションのスキルアップによって在宅医療の提供体制を強化し、訪問診

療を受ける患者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,568 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,712 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,712 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

856 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,568 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 572 千円、令和 5 年度 1,996 千円 
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事業の区分 
２．居宅等における医療の提供に関する事業 

標 準 事 業

例 
10 

事業名 No 5 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

124 千円 

多職種協働による在宅チーム医療を担う人材養成

研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師・看護師・薬剤師・ケアマネなどの多職種がそれぞれの専門知識を活かし、意見

交換・情報共有を通じてチームとして患者・家族の質の高い生活を支えることが重

要。 

 アウトカム指

標 

訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/月（H29（2017））→42,095

人/月（R５（2023））〔在宅療養支援診療所等調査〕）※R４（2022）時

点指標：39,746 人/月 

事業の内容 各職種団体の代表による「多職種連携推進のあり方検討会」を開催し、各地域で

開催する多職種連携研修会の事業評価や標準的なプログラム及び本県の多職種

連携を推進する上での課題等を検討するとともに、地域の多職種リーダーに対する研

修会を開催する。 

アウトプット指標 あり方検討会の開催：年２回 

地域リーダー研修会の開催：年１回（参加者１１０名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

あり方検討会及び地域リーダー研修会の開催を通じて、各地域で効果的な多職種

研修会を実施することにより、職種間の連携が強化され、質の高い在宅医療提供体

制の提供及び訪問診療を受ける患者数の増加が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

124 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

82 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

82 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

42 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

124 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
２．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
10 

事業名 No 6 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,044 千円 
在宅ボランティア養成事業 

事業の対象となる医療介護総合確

保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 在宅医療の推進には、医師や訪問看護師等の専門職による連携とともに、患者や家族を地域で見守るこ

とや思いを傾聴することなどの多様な支援が求められているため、在宅ホスピスに必要な知識を習得したボラ

ンティアの育成を図るとともに、誰もが安心して在宅医療という選択をすることが可能となるよう、県民に対す

る普及啓発活動を行う。 

 アウトカム指標 訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/月（H29（2017））→42,095 人/月（R５

（2023））〔在宅療養支援診療所等調査〕）※R４（2022）時点指標：39,746 人/月 

在宅ターミナルケアを受けた患者数の増加 

（2,195 人/年（H27（2015））→2,985 人/年（R5（2023）） 

※R4（2022）時点指標：2,888 人/月 

事業の内容 ・在宅ボランティアのネットワークづくりや一般県民への啓発事業等の実施 

・在宅ホスピスを語る会の開催（住民啓発講座） 

・在宅ホスピスボランティア養成講座の開催（ボランティア養成講座） 

・在宅ホスピスフェスタの開催（全県的な住民啓発イベント） 

アウトプット指標 ・住民啓発講座を年４地域程度で開催（400 名） 

・ボランティア養成講座を年４地域程度で開催（80 名） 

・全県的な住民啓発イベントを年１回以上開催（200 名） 

アウトカムとアウトプットの関連 在宅療養を希望する患者が可能な限り在宅療養生活を継続できるようボランティアの育成を図るとともに県

民への啓発等を行うことで、在宅での看取りができる体制を整備する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,044 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,029 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,015 

民 (千円) 

6,029 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,044 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

  6,029 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 3,960 千円、令和 5 年度 5,084 千円 
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事業の区分 

２．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準

事業

例 

12 

事業名 No 7 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

9,820 千円 

訪問看護ステーション支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

訪問看護ステーションの増加に伴い、個々のステーションの運営の安定化と質の向上

を図る必要がある。 

 アウトカム指

標 

訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/月（H29（2017））→42,095

人/月（R５（2023））〔在宅療養支援診療所等調査〕）※R４（2022）時

点指標：39,746 人/月 

事業の内容 訪問看護ステーション等の相談に答え、その活動及び運営を支援する「コールセンタ

ー」を県訪問看護ステーション連絡協議会に事業委託し設置する。 

アウトプット指標 コールセンターの相談件数 350 件を目標とする。 

 

アウトカムとアウトプットの

関連 

訪問看護ステーションの運営体制を支援することで、訪問診療を受ける患者数の増

加が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,820 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,547 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,273 

民 (千円) 

6,547 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,820 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

6,547 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 4,203 千円、令和 5 年度 5,617 千円 
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標 準 事 業

例 
15 

事業名 No 8 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,456千円 

精神科病院における医療保護入院者退院支援委

員会推進事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

病院から地域生活への移行・定着を図るため、医療保護入院者退院支援委員会に

地域援助事業者等支援関係機関の参加を促進する必要がある。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標：入院後１年時点での退院率の向上 

（H29:86％→R5:92%以上）（R4：91％） 

事業の内容 ・医療保護入院者退院支援委員会への地域援助事業者等支援関係者の参加促

進のための経費の助成 

・早期退院、地域生活への移行のための情報交換会の開催 

アウトプット指標 ・本事業を活用して医療保護入院者退院支援委員会に参加した地域 

援助事業者数 R4 年度（R3.3 月時点：58 人）、R5 年度（R4.3 月時点：

27 人 

アウトカムとアウトプットの関

連 

退院支援委員会に参加した地域援助事業者が増えることで、病院から地域生活へ

の移行が円滑に行われ、退院率が向上する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,456 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,971 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,485 

民 (千円) 

2,971 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,456 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

2,971 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 1,500 千円、令和 5 年度 2,956 千円 
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事業の区分 
２．居宅等における医療の提供に関する事業 

標 準 事 業

例 
17 

事業名 No 9 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

87,286 千円 
訪問歯科診療推進整備事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 一般社団法人福岡県歯科医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 7 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域の在宅や施設等で高齢者が増加する中、高齢者の口腔機能の維持や口腔ケ

アに関する相談及び認知症や難病を抱えた高齢者に対して口腔ケア等の居宅管理

指導を行う件数が増加することが見込まれる。 

 アウトカム指

標 

訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/月（H29（2017））→42,095

人/月（R５（2023））〔在宅療養支援診療所等調査〕）※R４（2022）時

点指標：39,746 人/月 

事業の内容 ・ 在宅歯科医療連携室に歯科衛生士を配置し、歯科診療や保健指導に関する

相談対応を行う。 

・ 関係職種との連携強化のための研修会や症例検討を実施するとともに、訪問を

行ったことのない歯科医師、歯科衛生士に対して同行訪問研修を実施。 

アウトプット指標 相談対応可能な専門職の配置数：６カ所 

アウトカムとアウトプットの関

連 

専門職による相談対応及び効率的なマッチングにより、訪問歯科診療を受ける患者

数の増加を図るとともに居宅療養管理指導を行う歯科医師等を養成する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

87,286 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

58,190 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

29,096 

民 (千円) 

8,190    

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

87,286 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 48,498 千円、令和 6 年度 38,788 千円 
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事業の区分 
２．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
１２ 

事業名 No 10 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

29,143 千円 
訪問看護ステーション連携強化・看取り促進事業 

事業の対象となる医療介護総合確

保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（一部委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 小規模の訪問看護ステーション単独では24時間365日の対応が困難であり、今後増大する在宅での夜間・

急変時・看取りのニーズや高度な医療管理のニーズに十分対応できない。また、介護施設では、緩和ケアや看

取りに対する知識不足、看護師不在時の急変時対応の不安、家族の理解と協力の不足により看取りの取組

が進んでいない。さらに、命の危険が迫った状態では約７割の人が医療やケアについて自分で決めることができ

ない状態になると言われているが、もしもの時に備えて前もって自らが望む医療やケアについて家族や医療・ケア

チーム等と繰り返し話し合う取り組み（ACP）の認知度が低い。 

 ア ウ ト カ ム

指標 

訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/月（H29（2017））→42,095 人/月（R５

（2023））〔在宅療養支援診療所等調査〕）※R４（2022）時点指標：39,746 人/月 

事業の内容 ・県内を 13 の地域に分け、交流会を開催 

・介護施設関係者の看取りに関する理解を深める研修会を実施するととも 

に、家族・介護施設職員向け啓発資料を配布 

・医療従事者向けセミナーや市町村保健師を対象としたワークショップを 

行うとともに、自宅看取りパンフレットを作成・配布する。 

アウトプット指標 交流会開催地域数：13 

医療従事者向けセミナー等開催数：1 

市町村保健師向けワークショップ開催地域数：２ 

アウトカムとアウトプットの関連 各地域内での訪問看護ステーションの連携・協力関係が構築され、24 時間 365 日対応可能な訪問看護体

制が整備されること、及び、医療従事者、介護施設関係者、患者本人やその家族が、看取りやＡＣＰに対

する理解を深めることにより、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

29,143 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,181 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

19,428 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,715 

民 (千円) 

19,428 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

29,143 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

19,428 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 8,459 千円、令和 5 年度 20,684 千円 

事業の区分 
居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
22 
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事業名 No 11 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,008 千円 在宅薬物療法支援事業 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県薬剤師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 医療の進展に伴い薬剤師の関与する薬物治療においても、新たな医薬品の増加

や適正使用に向けた高度な薬学的知識が必要となってきている。また、これまで病院

内で行われていた高度な薬物療法が、超高齢社会の進展と治療システムの確立な

どにより、通院や在宅医療へとシフトしている。 

今後も高度な治療を受ける在宅患者が増加することが予想されており、患者が安

心して在宅で過ごすためには、薬剤師の専門性を高め、入院時と同じ水準で在宅で

も薬物療法を受けることができる環境を整備することが必要である。 

薬剤師の高い専門性を確保するため、複数の学会（団体）が認定薬剤師や専

門薬剤師の認定を行っている。しかし、現在これらの認定等に関する研修は、東京、

大阪を中心に行われており、福岡県の薬剤師が単位を修得することは困難であること

から、研修を受講しやすい環境を整備する必要がある。なお、感染拡大防止を考慮

し、福岡県薬剤師会館を主会場とした Zoom による研修を実施する。 

 アウトカム指

標 

居宅療養管理指導料算定薬局数 1,239 件（R03）→1,277 件（R04） 

事業の内容 認定薬剤師・専門薬剤師の認定を行っている団体（学会）と共同で研修事業を

実施する。 

アウトプット指標 在宅薬物療法に関する専門的な研修会：６回開催（臨床腫瘍薬学会２回、緩

和医療薬学会１回、腎臓病薬物療法学会２回、くすりと糖尿病学会１回、参加

者 80 名以上／回） 

アウトカムとアウトプットの関連 薬剤師が研修を受講しやすい環境を整備することで、専門性の高い薬剤師を確保

し、在宅でも入院時と同じ水準で薬物療法を提供できる薬局を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,008 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,338 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

670 

民 (千円) 

1,338 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,008 

うち受託事業

等（再掲）

（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業名 No 12 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

  （計画期間の総額）】 

36,401 千円 
地域医療支援センター運営事業 

事業の対象となる医療介護総合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（一部委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

① 全国的に見ると医師数に恵まれた本県であるが、地域や診療科によっては偏在があるた

め、医師のキャリア形成と一体となった医師確保対策を実施し、偏在の緩和・解消を図る

必要がある。  

② 医師派遣機能を有する大学病院や医師の養成を担う臨床研修病院が、臨床研修医を

十分に確保できていない状況があるため、臨床研修医の確保の取組を支援する必要があ

る。  

 アウトカム指

標 

人口 10 万対医師数が全国平均（H30:244.8 人）以下の医療圏の医師数（粕屋

180.8 人、宗像 166.2 人、筑紫 190.8 人、朝倉 184.0 人、八女・筑後 230.5 人、直

方・鞍手 174.7 人、田川 193.1 人、京築 143.4 人）について、令和 4 年までに 5%（対

H30 年度）の増加を図る。 

事業の内容 ① 医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連携・協力体制を強化するととも

に、医師のキャリア形成支援を充実させ、義務年限内の自治医科大学医師以外の医師も

対象とした医師確保、医師派遣の仕組みを構築する。これにより、医師確保が困難な医

療圏（田川、京築、八女・筑後等）への医療提供体制の充実を図る。  

② 県内臨床研修病院の紹介、臨床研修プログラムの概要などをまとめたガイドブックの制

作・頒布、WEB ページの設置等を実施する。  

アウトプット指標 ・ 医師派遣・あっせん数：R4 30 名、R5 28 名 

・ キャリア形成プログラムの作成数：R4 ５、R5 6 名 

・ 地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合：100% 

アウトカムとアウトプットの関

連 

県内大学医局に所属する医師や、自治医科大学で養成した医師等を、医師確保が困難な

医療圏にある医療機関に派遣することで、医師確保が困難な医療圏の医師数を増加させ

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

36,401 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

15,525 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

24,258 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

12,129 

民 (千円) 

8,733 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

36,387 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

8,733 

その他（Ｃ） (千円) 

14 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 13,787 千円、令和 5 年度 22,600 千円 
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例 

事業名 No 13 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

410,568 千円 
産科医等確保支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 分娩取扱医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日～令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の医師数は、全国的にみると恵まれた状況であり、産科・産婦人科の医師数は

微増傾向にあるが、地域によっては偏在が見られる。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標：  

・ 手当支給施設の産科・産婦人科医師数：前年度実績（Ｒ２：419 名（手

当支給医師数））を上回る 

・ 分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数： 

11.10 人（H30）→増加を図る 

事業の内容 産科医等に対し支給される分娩手当等への財政的支援を行う。 

アウトプット指標 ・ 手当支給者数：R4 672 名（Ｒ２）以上、R5 707 名（R3）以上 

・ 手当支給施設数：R4 69 施設（Ｒ２）以上、R5 70 施設（R3）以上 

アウトカムとアウトプットの関

連 

産科医等への財政的支援を行い、処遇を改善することにより、産科医等の確保を

図る。また、産科医等への手当を支給していない分娩取扱医療機関が本事業を活

用し、手当を導入することを促す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

410,568 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

91,238 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

45,618 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

136,856 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

273,712 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 65,876 千円、令和 5 年度 70,980 千円 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
28 

事業名 No 14 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

22,566千円 
新生児医療担当医確保支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 令和４年４月１日～令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

周産期医療提供体制を構築する上で必要不可欠な新生児科医が過酷な勤務

環境等により離職し、不足してしまうことを防ぐため、医療機関に対する財政支援によ

り手当支給を促し、新生児科医の処遇改善を図ることで、周産期医療体制を維持・

確保していくことが急務である。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標：周産期母子医療センター内の周産期（新生児）専門医数の維

持・確保（R3.4.1現在 24名） 

事業の内容 出生後、新生児集中治療室（NICU）に入院する新生児を担当する医師に対

する手当への財政的支援（新生児担当医手当）。 

アウトプット指標 新生児担当医手当を受給した小児科医数：49 名(H30 年度実績)以上 

アウトカムとアウトプットの関

連 

手当という形で新生児科医師の所得を支援することで、周産期母子医療センター

における周産期（新生児）専門医の維持・確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

22,566 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,505 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

5,015 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,507 

民 (千円) 

3,510 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,522 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

15,044 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 2,916 千円、令和 5 年度 4,606 千円 
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事業の区分 
Ⅲ 医療従事者等の確保・養成のための事業 

標 準 事 業

例 
28 

事業名 No 15 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

42,224千円 
小児救急医療支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 
市町村 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

軽症小児の小児二次救急医療機関への時間外受診増加等に伴う負担の増大

によって、小児科医が離職し、必要な小児科医数を確保できないという事態を防ぎ、

小児二次救急医療体制を維持していくためにも、地域の実情に応じた連携体制を

構築し、小児科医の負担軽減を図っていくことが急務である。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標： 24時間体制で小児二次救急医療体制が確保されている二次医

療圏（R3：７医療圏）の維持 

事業の内容 軽症患者の二次救急医療機関への受診集中による小児科医の負担軽減のた

め、地域の実情に応じ、地域の開業小児科医等が基幹病院に出務し、当該病院の

小児科医と連携することで、二次医療圏単位で休日・夜間における小児救急医療

体制を確保する。 

アウトプット指標 小児救急医療支援事業の補助事業者数：５市、１広域市町村圏事務組合 

アウトカムとアウトプットの関

連 

小児二次救急医療体制を確保している二次医療圏に補助を継続することにより、

小児科医の負担軽減の継続性を図り、小児二次救急医療体制の維持に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

42,224 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

18,766 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

18,766 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,383 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

28,149 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

14,075 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 14,065 千円、令和 5 年度 14,084 千円 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
30 

事業名 No 16 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

189,600千円 
小児救急医療電話相談事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

不要不急な時間外受診による小児科医の負担を軽減するため、かかりつけ医が

診療を行っていない夜間・休日における小児の急な病気やケガに関する保護者等の

不安を軽減する必要がある。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標：  

 小児初期救急患者数の抑制（H29：159,922人→R4：156,738人） 

事業の内容 夜間・休日における小児の急な病気やケガに関する保護者等からの電話相談に

対し、看護師又は小児科医が対処法について助言することで、保護者等の不安軽

減を図るとともに、救急医療機関への集中を緩和し、小児科医の負担軽減や患者

の症状に応じた適切な医療機関の提供を図る。 

アウトプット指標 小児救急医療電話相談件数：５万件 

アウトカムとアウトプットの関

連 

電話相談を受け付けることで保護者の不安が軽減され、小児救急患者数の抑制

が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

189,600 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

126,400 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

63,200 

民 (千円) 

126,400 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

189,600 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

126,400 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 92,031 千円、令和 5 年度 97,569 千円 
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
49 

事業名 No 17 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,149 千円 
医療勤務環境改善支援センター運営事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

交代制勤務、長時間労働など厳しい勤務環境が、医師や看護師等医療従事者の

離職の一因となっており、職員の確保に苦慮している医療機関が多い。また、教育し

た職員が離職し、新たな職員を入れると再度教育が必要になり、経営効率が悪くな

ると同時に、医師や看護の質の低下を招きかねない。 

 アウトカム指

標 

医療勤務環境改善計画を策定した医療機関数の増加 

（R2:226 か所→R4:251 か所） 

事業の内容 医師・看護師等の医療スタッフの離職防止や医療安全の確保等を図るため、医療

分野の労働環境改善マネジメントシステムを活用して、医業経営、労務管理等、医

療機関を総合的に支援する。 

アウトプット指標 センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数：年間 10 医療機

関 

アウトカムとアウトプットの関

連 

センターのアドバイザー派遣の支援により、医療勤務環境改善計画策定に取り組む

医療機関を増やすことで、医療従事者の離職を防ぎ、県内全体の医療安全、医療

の質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,149 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

4,766 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,383 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,149 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 949 千円、令和 5 年度 6,200 千円 
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
32 

事業名 No 18 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

72,220 千円 
女性医師確保支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の医療施設に従事する医師に対する女性医師の割合は年々増加傾向にある

が、一方で、結婚・出産・育児等をきっかけとして離職する女性医師が少なくない。多

くの女性医師が短時間勤務制度等を利用することで現場復帰できているが、県内病

院における短時間勤務等の導入は代替医師の確保やコスト増を伴うため、導入が進

んでいない。 

 アウトカム指

標 

県内の医療施設従事医師数（女性）の割合を全国平均に引き上げ 

（H30:20.4%→R2:21.9%） 

事業の内容 短時間勤務などを導入し、女性医師の勤務環境改善に取り組む県内の医療機関

に対し、財政支援を行う。 

アウトプット指標 短時間勤務導入促進事業の利用者数：7 名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

短時間勤務等の利用を促進することにより、復職や離職防止を図り、継続勤務女

性医師を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

72,220   

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

24,074 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

12,036 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

36,110 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

36,110 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 8,110 千円、令和 5 年度 28,000 千円 
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
32 

事業名 No 19 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,542 千円 
女性医師キャリア形成支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

女性医師が働き続けるためには、医師としてのキャリアを形成しつつ、女性自身が医

師としてのやりがいを持ち続けることが重要であるが、女性医師は、職場でのロールモ

デルとなる先輩医師が少なく孤立しがちであり、様々な境遇や年代の女性医師同士

がつながる機会を設けることは、やりがいの維持・向上に有効である。しかし、現状で

は、女性医師同士が交流できる機会は、一部の都市医師会や大学病院などに限ら

れている。 

 アウトカム指

標 

県内の医療施設従事医師数（女性）の割合を全国平均に引き上げ 

（三師調査 H30:20.4%→R2:21.9%） 

事業の内容 ① 女性医師のキャリア形成を支援するため、ネットワーク作りを目的とした交流会を

開催する。 

② 女性医師の就業継続意欲の向上や男性の意識改革を図るため、ライフステージ

に応じたキャリアプランの提案やロールモデルなどを紹介するガイドブックを配布する。 

アウトプット指標 交流会参加者数：200 名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

交流会による女性医師のキャリア形成支援により、女性医師の就業継続や復職

の促進を図り、医療施設における女性医師の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,542 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,695 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,695 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

847 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,542 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３） 基金充当額：令和５年度 2,542 千円 
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
32 

事業名 No 20 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

850 千円 
未来の女性医師発掘事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・全国の大学医部入学者に占める女性の割合は、平成 30 年度 34.7％だが、ここ

10 年くらい横ばいで推移。 

・高校卒業後大学進学する男女比は、男性 49.6％、女性 44.8％ 

・各国の女性医師割合をみると、日本はＯＥＣＤ加盟国中最下位 

  １位 エストニア（73.8％）、２位 スロベニア（58.3％） 

  ３位 ポーランド（55.7％）・・・最下位  日本（18.0％）      

※単純平均 41.5％  加重平均 36.0％ 

・患者の半数は女性であり、女性特有の疾患（産婦人科、小児科、泌尿器科）な

どへの相談がしやすい女性医師を望む患者は多くいる。 

・女性医師が診る患者は死亡率が低い、という論文が相次いで発表されており、女

性は男性に比べ、コミュニケ―ションが上手で、患者の話に耳を傾けることがよい診断

につながると考えられる。 

 アウトカム指

標 

県内の大学医学部医学科志願者に占める女性比率を全国平均に引き上げる。

（R3：35.6%→R5：40.5%） 

事業の内容 女子高生の医学部への進学意欲を高め、将来の女性医師を増やすため、高校に講

師（女性医師）を派遣し、高校 1 年生を対象に、女性医師の仕事に関わる講話

を実施する。 

アウトプット指標 派遣する高校：10 校    参加する高校生：1,000 人 

アウトカムとアウトプットの関

連 

女子高校生が、女性医師の仕事に魅力ややりがいを感じ、医学部を目指すことで、

将来の女性医師の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

850 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

566 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

566 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

284 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

850 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 85 千円、令和 5 年度 765 千円 

 

 



49 

 

 

 

事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
25 

事業名 No 21 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

85,500 千円 
専門研修資金貸与事業 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県、県内医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 本県は、医師偏在指標によると産科では 12 位、小児科では 18 位となり、全国平均を上回っているも

のの、全国の下位 1/3 に該当する二次医療圏が約半分（産科：７医療圏、小児科：６医療圏）

を占め、地域偏在が大きく、当該２診療科の労働環境や今後の働き方改革の影響を考慮すると、医

師確保が必要な状況となっている。また、新たな診療領域である総合診療において、複数の疾患を有

する患者や初期救急への対応等において地域医療においてニーズが高く、医師確保が必要な状況とな

っている。 

 ア ウ ト カ

ム指標 

アウトカム指標 

①産 科…周産期母子医療センターで勤務する常勤産婦人科専門医数 

②小児科…相対的医師少数区域の小児科医師数（６医療圏合計）の増 

③総合診療…県内に従事する総合診療専門医数の増 

①現状値（R2.4 時点）… 119 人   目標値（R5.4 時点）… 130 人 

②現状値（H30.12 時点）… 127 人  目標値（R6.12 時点）… 133 人 

③現状値（R3 年.12 時点）… データなし(A 人と仮定) 目標値（R8.12 時点）… A＋16 人 

事業の内容 産科、小児科及び総合診療専門研修を行う専攻医に研修資金を貸与し、貸与期間と同期間、県内

の指定医療機関（産科：周産期母子医療センター、小児科：医師少数区域の医療施設、総合診

療：医師偏在指標が全国平均を下回る県内の二次医療圏にある医療機関）での勤務を課すこと

で、県内従事医師数を増やし、周産期、小児及び地域医療提供体制の確保を図る。 

アウトプット指標 専門研修資金貸与医師数 産科：１１人、小児科：５人、総合診療：８人 

アウトカムとアウトプットの関連 当該事業の実施により、産科医、小児科医及び総合診療医を目指す専攻医の研修環境の充実が図

られるため、県内における産科医、小児科医及び総合診療医の確保に繋がる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

85,500 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

57,000 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

57,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

28,500 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

85,500 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 20,700 千円、令和 5 年度 64,800 千円 
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
50 

事業名 No 22 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

34,832 千円 
産科医療確保対策事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 令和４年４月１日～令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

産科医不足を解消するため、女性医師が育児等をしながら働ける労働環境を作るこ

とが必要。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標：人口 10 万人対産科・産婦人科医数が全国平均（43.9 人）以

上の区域数の増加（H30:４区域） 

事業の内容 産科院内保育所に対する運営費の補助を行うもの。 

アウトプット指標 補助施設数：３施設 

アウトカムとアウトプットの関

連 

産科院内保育所の運営を補助し、女性医師が働きやすい環境作りを進めることに

より、産科医の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

34,832 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

15,480 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,741 

民 (千円) 

15,480 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

23,221 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

11,611 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 8,667 千円、令和 5 年度 14,554 千円 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者等の確保・養成のための事業 

標 準 事 業

例 
28 

事業名 No 23 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

160,000 千円 

救急・災害医療連携確保推進事業（従事者確保

分） 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

休日・夜間等における救急搬送が増加する一方、対応する医師の不足等によって、十分な救急医療体制を確保

することが困難となっており、在宅当番医制度及び休日・夜間急患センター運営のための経費への補助を行うことで、

地域における救急医療従事者の確保を図り、もって救急医療体制の整備を図ることが急務である。 

また、近年全国各地で頻発している自然災害の発生に備え、災害医療体制の整備を図ることが求められている。 

 アウトカム指

標 

・休日・夜間急患センターの運営数：21 ヶ所（R3）→21 ヶ所（R4） 

・在宅当番医制の実施地区数：15 地区（R3）→15 地区（R4） 

・救命処置技能向上に係る研修の参加者数：23 人（R1）→30 人（R4） 

事業の内容 平常時の休日・夜間における救急医療体制の整備及び災害時の救急医療体制の整備のため、救急・災害医療

従事者の確保等に係る経費に対して補助を行うもの。 

アウトプット指標 ・補助郡市区医師会数：30 医師会 

アウトカムとアウトプットの関

連 

休日・夜間急患センターの運営や在宅当番制の実施、災害時の医療体制に精通した医療従事者の確保のため

の研修等に取り組む医師会に対して補助を行うことで、地域における救急・災害医療従事者の確保を図り、平常時

の休日・夜間における県内の救急医療体制及び災害時の救急医療体制を整備する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

160,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

80,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

40,000 

民 (千円) 

80,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

120,000 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

40,000 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 60,000 千円、令和 5 年度 60,000 千円 
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
33 

事業名 No 24 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,600 千円 
歯科医・歯科衛生士研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて増大していく医療需要に対応していくため、地域歯科保健を支

える歯科医師・歯科衛生士等の確保を進めるとともに、歯科医師、歯科衛生士等の

さらなる知識と技術の向上を図る必要がある。 

 アウトカム指

標 

県内の人口 10 万人対歯科医師数（R2：110.5 人）及び歯科衛生士数

（R2：135.3 人）の増加 

事業の内容 歯科医師会が行う新規加入者向け研修及び、歯科医師・歯科衛生士等歯科

専門職に対する技術向上のための研修等にかかる費用に対して補助する。 

アウトプット指標 歯科専門職に対する技術向上のための研修会参加者数：400 名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

歯科専門職に対して技術向上のための研修会を開催し、専門的知識の習得を

進めることで、歯科専門職の資質の向上を図り、地域歯科保健を支える歯科医師、

歯科衛生士等の確保を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,600 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,866 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,934 

民 (千円) 

3,866 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,800 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

5,800 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 2,900 千円、令和 5 年度 2,900 千円 
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
33 

事業名 No 25 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,576 千円 
歯科衛生士養成校巡回実習教育事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県歯科医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて増大していく医療需要に対応していくため、地域歯科保健を支

える歯科医師・歯科衛生士等の確保を進めるとともに、歯科医師、歯科衛生士等の

さらなる知識と技術の向上を図る必要がある。 

 アウトカム指

標 

在宅歯科医療を実施する歯科診療所の割合（H29:24.1％）の増加 

事業の内容 高度歯科医療に対応できる歯科衛生士を養成し、歯科医療従事者の資質の向

上に寄与するため、社会福祉法人や障害者通所施設等を訪問し巡回実習を行う

養成校に対し補助する。 

アウトプット指標 巡回実習実施回数：70 回 

アウトカムとアウトプットの関

連 

社会福祉法人や障がい者通所施設等を訪問し、より臨床的な技術を習得するこ

とで、地域において効率的で質の高い歯科医療従事者を排出できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,576 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

4,385 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,191 

民 (千円) 

4,385 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,576 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 330 千円、令和 5 年度 6,246 千円 
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
33 

事業名 No 26 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,352 千円 
歯科衛生士復職支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

歯科診療所に勤務する歯科衛生士の不足に加え、平成元年の歯科衛生士法の改

正により歯科衛生士が歯科保健指導を行えることとなり、地域歯科保健事業を担当す

る場が拡大したことから、歯科医療現場はもとより健康増進法等における訪問歯科保

健指導等においても支障をきたしている。このため、歯科医療現場や市町村の要望に

応えられる歯科衛生士の確保を図ることが急務である。 

 アウトカム指

標 

復職した未就業歯科衛生士数 20 名 

事業の内容 ・未就業歯科衛生士に対して、歯科衛生士会報等で無料職業紹介に関する広報を

行い、就業希望者を名簿に登録。 

・未就業歯科衛生士を対象に、歯科医療現場への復職や地域歯科保健事業への対

応に必要な研修会や相談会を実施。 

・未就業歯科衛生士に対する市町村や歯科医師会等の求人情報の提供及び市町

村や歯科診療所等に対する未就業歯科衛生士の求職情報の提供 

アウトプット指標 ・未就業歯科衛生士登録数：1,000 名 

・未就業歯科衛生士研修会参加者数：600 名 

・登録者・求人者への就職情報提供件数：5,000 件 

アウトカムとアウトプットの関

連 

無料職業紹介や未就業歯科衛生士研修会、相談会の開催を通して、未就業歯

科衛生士の復職につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,352 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,568 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,784 

民 (千円) 

3,568 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,352 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

3,568 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 2,670 千円、令和 5 年度 2,682 千円 
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
26 

事業名 No 27 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

200,000 千円 
寄附講座設置事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

京築、八女筑後、田川区域 

事業の実施主体 各大学 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の医師数は全国的にみると恵まれた状況にあるが、地域や診療科によっては偏

在が見られ、医師確保が困難な地域に対して、安定的な医師の派遣体制を確保す

る必要がある。 

 アウトカム指

標 

派遣医師数の維持（20 名／八女・筑後区域：６名、京築区域：３名、田川区

域：11 名） 

事業の内容 県内の医学部を有する大学に寄附講座を設置し、講座の研究プログラムの一環とし

て、県が指定する保健医療圏の医療機関に対し、医師を派遣する。 

アウトプット指標 寄附講座設置大学数：４大学 

アウトカムとアウトプットの関

連 

各大学に継続して寄附講座を設置することによって、医師確保困難地域への安定

的な医師の派遣体制を確保することができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

200,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

30,000 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

100,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

50,000 

民 (千円) 

70,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

150,000 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

50,000 

備考（注３）  
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
25 

事業名 No 28 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

56,400 千円 
緊急医師確保対策奨学金 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 
福岡県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

比較的医療資源に恵まれた本県においても、産科・産婦人科の医師数の減少が

顕著であるなど、診療科による医師の偏在があり、地域医療に従事する医師の一層

の増加を図ることで偏在を是正する必要がある。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標：奨学金貸与者に係る特定診療科での県内従事者数 

11 名（R3）→15 名（R4） 

事業の内容 久留米大学医学部に地域医療医師確保特別枠を設け、県内の医療機関にお

いて医師確保が困難な産科、小児科、救命救急医療等に将来従事しようとする医

学部生に対して奨学金を貸与することにより、地域医療に従事する医師の確保、診

療科による医師の偏在是正を図る。 

アウトプット指標 奨学金貸与者数：５名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

特定診療科に将来従事しようとする医学生に対して奨学金を貸与することによっ

て、将来、医師確保が困難な診療科に従事する医師の増加が図られ、偏在の是正

につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

56,400 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

37,600 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

37,600 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

18,800 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

56,400 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 26,400 千円、令和 5 年度 30,000 千円 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
‐ 

事業名 No 29 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,226 千円 
母体救命講習普及事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 
福岡県産婦人科医会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県一分娩施設あたりの平均分娩数は増加傾向にあることから、ハイリスク妊婦に

対応する現場の医師の負担を軽減するために、各分娩施設における産科救急への

初期対応力強化が必要であるが、指導者となる医師が不足している。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標： 

県内の講習指導者（インストラクター）数の増加（R3:44 人→R4:46 人) 

事業の内容 福岡県産婦人科医会が分娩施設における母体急変時の初期対応や救急処置

技術の習得のため、産科救急に関する実践的なシミュレーション教育を行う講習会を

実施し、県内のインストラクター資格要件を満たす産科医の増を図る 

アウトプット指標 母体救命公認講習会受講施設数：R4 ４０施設、R5 ２０施設 

アウトカムとアウトプットの関

連 

より多くの施設から産科医が受講することにより、インストラクター資格要件を満たす

産科医の増加に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,226 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

818 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

408 

民 (千円) 

818 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,226 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 82 千円、令和 5 年度 1,144 千円 
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 

39・

40 

事業名 No 30 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

366,289 千円 
看護師等養成所運営費補助事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地域の実

情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が養成される看

護師等養成所の運営を支援していくことで、将来必要とされる看護職員を確保して

いくことが急務である。 

 アウトカム指

標 

県内医療機関就職率の向上（R3.3：71.6％） 

事業の内容 県内の看護師等養成所に対して、運営費の加算※を含め、その運営に必要な経費

を補助することにより、養成所の教育内容の向上を図ることを目的とする。 

※運営費の加算：県内就職にかかる取組みへの加算。 

アウトプット指標 補助施設数：３５校４３課程 

アウトカムとアウトプットの関

連 

看護師等養成所の運営を補助することによって、各養成所の教育の質が向上し、入

学者が増加することで、県内の医療機関へ就職する看護職員の確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

366,289 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

244,193 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

122,096 

民 (千円) 

244,193 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

366,289 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
39 

事業名 No 31 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,229 千円 
看護教員養成講習会参加促進事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地域の実

情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が養成される看

護師等養成所の運営を支援していくことで、将来必要とされる看護職員を確保して

いくことが急務である。 

 アウトカム指

標 

看護職員における県内就業者数の増加（R3.3：2,642 人） 

事業の内容 看護師等養成所が看護教員を専任教員養成講習会に参加させている期間、代替

職員を確保するための費用を補助する。 

アウトプット指標 看護教員養成講習会の受講者数：４０名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

県内の養成所に対して、教員の講習会参加に係る経費を補助することによって、県

内養成所全体を看護教育の質が向上し、看護師等免許取得者が増加することで、

県内で働く看護職員の確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

14,229 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

9,486 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,743 

民 (千円) 

9,486 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

14,229 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
39 

事業名 No 32 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,914 千円 
看護教員養成講習会事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

多様化、高度化するニーズ看護ニーズに対応する看護職員の養成のため、専任教

員に必要な知識・技術を修得させ、看護教育の充実及び向上を図る必要がある。 

 アウトカム指

標 

看護職員における新卒就業者数の増加（R3：2,640 名） 

事業の内容 看護師等養成所の専任教員を養成するため、講習会を実施するもの 

（定員 40 名、講習科目 33 単位） 

アウトプット指標 専任教員養成講習会の受講者数：40 名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

看護教員養成講習会を実施することにより、県内の看護師等養成所の看護教員の

資質向上を図り、養成所の教育の質を高めることで、看護師免許取得者を増加さ

せ、県内で働く看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,914 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

3,938 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,938 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,969 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,907 

うち受託事業等

（再掲）（注

３） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

7,007 

備考（注４）  

 

 

 

 

事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
39 

事業名 No 33 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 
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看護教員継続研修事業 
（計画期間の総額）】 

660 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推測されており、地域の実

情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護師等養成所の教員

の資質向上を図り、養成所における教育の質を高めることで、将来必要とされる看護

職員を確保していくことが急務である。 

 アウトカム指

標 

看護職員における新卒就業者数の増加（R3：2,640 名） 

事業の内容 養成所の専任教員を対象に看護教育の内容の充実を図るための研修の実施。 

アウトプット指標 研修参加者：70 名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

県内の看護師等養成所の教員に対して、成長段階別に継続的に研修を実施するこ

とによって、県内養成所の看護教育の質が向上し、看護師等免許取得者が増加す

ることで、県内で働く看護職員の確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

660 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

440 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

220 

民 (千円) 

440 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

660 

うち受託事業等

（再掲）（注

３） 

 (千円) 

440 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注４）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
36 

事業名 No 34 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,514 千円 
看護実習指導者講習会事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護基礎教育の質向上を図るため、看護師等養成所の実習施設における実習指

導者の養成が必要である。 

 アウトカム指

標 

看護師等養成所の実習施設における指導者養成数の増加 

（R3 末：1,760 名） 

事業の内容 看護学生を臨地実習で指導する際に必要な知識・技術に関する研修を行い、実習

指導者を養成するもの。 

アウトプット指標 ・実習指導者講習会参加者数（40 日）：82 名 

・特定分野講習会参加者数（6 日）：40 名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

看護実習指導者講習会を開催することにより、看護師等養成所の実習施設におけ

る当該講習会を受講した指導者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,514 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

110 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,676 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,838 

民 (千円) 

3,566 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,514 

うち受託事業等

（再掲）（注

３） 

 (千円) 

3,566 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注４）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
36 

事業名 No 35 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,508 千円 
看護職員専門分野研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 認定看護師教育機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

近年の医療の高度化・専門化に対して、県民の要望に応じることのできる専門性の

高い看護職員の育成が必要。 

 アウトカム指

標 

県内認定看護師数の増加（R3.12:1,032 人） 

事業の内容 近年の少子高齢化の進展や疾病構造の変化による医療の高度化・専門分野に対

応し、県民の要望に応じることの出来る質の高い専門的な看護師である認定看護

師を養成するための教育課程を開講する教育機関に対して開講に係る経費への補

助を行う。 

アウトプット指標 補助養成施設：２施設 

アウトカムとアウトプットの関

連 

認定看護師の養成教育課程を設けている大学等に支援することで、県内の認定看

護師の増加を促し、医療の高度化・専門化への対応を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,508 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,005 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,503 

民 (千円) 

3,005 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,508 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
35 

事業名 No 36 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

118,300 千円 
新人看護職員研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（一部委託）、福岡県看護協会、各病院 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地域の実

情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新人看護職員の離職を防

止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務である。 

 アウトカム指

標 

県内新人看護職員の離職率の低下（R1:8.3％） 

事業の内容 ① 新人看護職員の離職防止及び質の向上を図るため、病院の新人看護職員に対する実践的な研修

体制を確保することを目的としている。新人看護職員に対して病院が行う OJT 研修への経費補助。 

② 新人看護職員研修の推進や教育担当者等の資質向上に向け、委員会等を設け研修の内容等の

検討を行う。また新人看護職員研修の未実施病院等が導入を図るための支援を行い地域における連

携体制を構築し、新人看護職員研修の着実な推進を図るもの。 

③ 新人看護職員研修の研修プログラムの策定及び企画立案を担う教育責任者を要請するための講習

会を開催する。講習会は、国が示した新人看護職員研修ガイドラインに基づき３日間程度の研修を

実施する。 

④ 新人看護職員の臨地実践に関する実地指導・評価等を担う実地指導者に対する研修を実施する

もの。 

アウトプット指標 ① 新人看護職員研修受講者数の維持：R3 年度実績（集計中）を維持する。 

② 新人看護職員研修推進協議会参加者数：７人×２回 

③ 新人看護職員教育責任者研修受講者数：30 名 

④ 新人看護職員実地指導者研修受講者数：180 名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

各事業を有機的に実行することで、各病院での新人看護職員の離職を防止し、県内新

人看護職員の離職率を低下させることで、県内の看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

118,300 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

39,433 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

19,717 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

59,150 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

59,150 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
35 

事業名 No 37 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,226 千円 
新人看護職員多施設集合研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会、福岡県看護協会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地域の実

情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が養成される看

護師等養成所の運営を支援していくことで、将来必要とされる看護職員を確保して

いくことが急務である。 

 アウトカム指

標 

県内新人看護職員の離職率の低下（R1 年度:8.3%） 

事業の内容 小規模施設や新人看護職員が少ない等の理由により、施設単独で完結した研修が

できない施設の看護職員を対象として、県医師会及び県看護協会が研修を実施す

る。 

アウトプット指標 新人看護職員多施設集合研修参加者数：R4 2,000 人、R5 2,200 人 

アウトカムとアウトプットの関

連 

施設単独で完結した研修ができない施設の新人看護職員にも研修の機会を保障す

ることによって、各施設の新人看護職員の離職を防止し、県内新人看護職員の離

職率を低下させることで、県内の看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,226 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,075 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,538 

民 (千円) 

3,075 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,613 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

4,613 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 983 千円、令和 5 年度 3,630 千円 
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
35 

事業名 No 38 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,434 千円 
新人看護職員研修アドバイザー派遣事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地域の実

情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が養成される看

護師等養成所の運営を支援していくことで、将来必要とされる看護職員を確保して

いくことが急務である。 

 アウトカム指

標 

県内新人看護職員の離職率の低下（R1 年度:8.3%） 

事業の内容 研修体制の未整備、カリキュラムの未策定等により新人看護職員研修が実施困難

な施設に対し、県看護協会がアドバイザー（教育経験のある新人看護教育責任

者）を派遣し、施設の研修体制構築を支援する。 

アウトプット指標 新人看護職員研修アドバイザー派遣事業利用施設数（R4：3 施設、R5：４施

設） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

各施設にアドバイザーを派遣し、各施設の新人看護職員研修体制の整備を支援す

ることによって、新人看護職員の離職を防止し、新人看護職員の離職率を低下させ

ることで、県内の看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,434 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

478 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

239 

民 (千円) 

478 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

717 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

717 

備考（注３） 基金充当額：令和 4 年度 307 千円、令和 5 年度 410 千円 
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
35 

事業名 No 39 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,460 千円 
新人看護職員教育担当者研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地域の実

情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が養成される看

護師等養成所の運営を支援していくことで、将来必要とされる看護職員を確保して

いくことが急務である。 

 アウトカム指

標 

県内新人看護職員の離職率の低下（R1 年度:8.3%） 

事業の内容 医療施設の各部署で実施される研修の企画・運営を中心となって担う教育担当者

を対象に、県看護協会が集合研修を実施する。 

アウトプット指標 新人看護職員教育担当者研修受講者数：150 名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

新人看護職員教育担当者研修受講者数（R4年度定員150名）の満員を維持

し、各病院での研修を充実させ、県内新人看護職員の離職率を低下させることで、

県内の看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,460 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

486 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

244 

民 (千円) 

730 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

730 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

730 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
36 

事業名 No 40 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

697 千円 
看護職員確保対策特別事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 7 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

公衆衛生看護学実習の質を向上し、より実践的な看護職員を養成するため、受入

施設（中小病院、訪問看護ステーション、保健所、市町村等）の協力体制を整備

するとともに、受入施設の指導者を育成する必要がある。 

 アウトカム指

標 

受入施設における指導者数の増加（R1:103 人） 

*R2,R3 新型コロナのため未実施 

事業の内容 看護管理者の資質向上のための研修会の開催。 

アウトプット指標 講習会受講者数：34 名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

講習会や意見交換会等の実施により、公衆衛生看護学実習の質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

697 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

464 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

464 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

233 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

697 

うち受託事業等

（再掲）（注

３） 

 (千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注４） 基金充当額：令和 4 年度 158 千円、令和 5 年度 249 千円、令和 6 年度 290 千円 
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
36 

事業名 No 41 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

48,924 千円 
看護職員フォローアップ研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地域の実

情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員の離職を防止

することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務である。 

 アウトカム指

標 

常勤看護師離職率の低下（R1 年度:11.6％） 

事業の内容 新人看護職員研修後の継続研修として、就職後２年目・３年目の新任期看護職

員への研修体制の整備を図るため、新任期看護職員に対し病院が行う研修への経

費を補助する。 

アウトプット指標 研修受講者数及び実施施設数の維持（R2：2,850 名 85 施設） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

研修受講者数及び実施施設数を増加させ、各病院での新任期看護職員の離職を

防止し、常勤看護師離職率を低下させることで、県内の看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

48,924 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

16,308 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,154 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

24,462 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

24,462 

備考（注３）  
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事業の区分 
４．医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
50 

事業名 No 42 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,844 千円 
病院内保育所運営事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 
全区域 

事業の実施主体 
各病院 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員の離職防止と再就業を促進するため、子どもを持つ看護職員が継続し

て就業できる職場環境を整備する必要がある。 

 アウトカム指

標 
常勤看護師離職率の低下（Ｒ２:11.6%→全国平均（11.5%）以下） 

事業の内容 病院内保育所を運営する病院に対して、人件費等の運営費を補助する。 

アウトプット指標 病院内保育所補助事業者数：51 施設 

アウトカムとアウトプットの関

連 

病院内保育所の運営を補助し、看護職員の就業環境を整備することで、病院内

保育所を利用する看護職員数の増加を図り、離職防止等に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,844 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

819 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

410 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,229 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

615 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
41 

事業名 No 43 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,363 千円 
看護職員復職研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地域の実

情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、子育て等により離職した

看護職員の復職を促進することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが

急務である。 

 アウトカム指

標 

受講後就業率が前年度実績を上回る（R2 年度：51.3％） 

事業の内容 子育て等により離職した看護職員を対象とし、最新の知識及び看護技術を再習得

させることで職場復帰を促し、働き続けられるよう支援するもの。 

①看護力再開発講習会（実践コース） 

②看護技術セミナー（採血・注射編） 

③看護技術セミナー（喀痰吸引編） 

④看護技術セミナー（感染管理編） 

アウトプット指標 定員数：①30 人、②200 人、③60 人、④60 人 

アウトカムとアウトプットの関

連 

研修受講者数は定員上限を維持し、離職した看護職員が復職できるよう研修及び

復職支援を行うことで、県内看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,363 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

4,243 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,120 

民 (千円) 

4,243 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,363 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

4,243 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
41 

事業名 No 44 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

57,059 千円 
ナースセンターサテライト事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地域の実

情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、子育て等により離職した

看護職員の復職を促進することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが

急務である。 

 アウトカム指

標 

ナースセンターサテライト利用者の再就業者数の増加（R2：1,008 人） 

事業の内容 平成 27 年 10 月から看護職員の離職時届出制度が開始された。これに先立ち、本

県では県ナースセンターのサテライトを４か所設置し、看護職員の確保の充実を図

る。（H26：２か所設置、H27：２か所設置） 

アウトプット指標 ナースセンターサテライト利用者の増加（R2：18,479 人） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

ナースセンターサテライト利用者が、当該サテライトでの相談支援の結果、再就業する

ことにより、県内看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

57,059 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

38,039 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

19,020 

民 (千円) 

38,039 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

57,059 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

38,039 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
38 

事業名 No 45 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,478 千円 
みんなで話そう看護の出前授業事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福岡県の需給見通しにおいて、未だに県内の看護職員の数は不足しており、看護職

を志し、看護師等学校養成所へ進学する学生を確保することが求められる。 

 アウトカム指

標 

県内の看護師等学校養成所への入学者数の維持（R3：4,233 人） 

事業の内容 看護職を志す動機付けとなる「看護の出前授業」を実施する看護協会に対して事業

実施経費の一部を補助する。 

アウトプット指標 看護の出前授業受講者数：前年度実績を上回る（R2:3,395 名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

看護の出前授業の開催によって、学生の看護職に対する関心を高め、県内の看護

学校への進学を促進することで、将来的な看護職員不足の解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,478 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

826 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

413 

民 (千円) 

826 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,239 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

1,239 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
38 

事業名 No 46 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,340 千円 
ふれあい看護体験事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福岡県の需給見通しにおいて、未だに県内の看護職員の数は不足しており、看護職

を志し、看護師等学校養成所へ進学する学生を確保することが求められる。 

 アウトカム指

標 

県内の看護師等学校養成所への入学者数の維持（R3：4,233 人） 

事業の内容 看護職を志す動機付けとなる「ふれあい看護体験」の実施を希望する高校と、実際

に参加学生を受け入れる医療施設とのマッチング及び看護体験実施に係る経費を一

部補助する。 

アウトプット指標 マッチング率（体験者数／申込者数）：前年度実績を上回る 

（83.1％(1,475/1,775)(R1)）*R2 は新型コロナの影響により中止 

アウトカムとアウトプットの関

連 

ふれあい看護体験の開催によって、学生の看護職に対する関心を高め、県内の看護

学校への進学を促進することで、将来的な看護職員不足の解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,340 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

781 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

389 

民 (千円) 

781 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,170 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

1,170 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
41 

事業名 No 47 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,366 千円 
看護補助者確保支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護補助者の不足により、看護補助者に任せられる業務までを看護師が行うことで

負担となっており、看護の質の確保が困難となっている。 

 アウトカム指

標 

派遣看護補助者総数の増加（R2 年度まで 1,269 名） 

事業の内容 看護職員の業務を補助する看護補助者を医療機関へ派遣する。 

アウトプット指標 派遣看護補助者数：20 名 

アウトカムとアウトプットの関

連 

看護補助者の派遣を希望する医療機関に対して、補助者を派遣することで看護師

の負担を軽減し、看護の質の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,366 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

8,910 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,456 

民 (千円) 

8,910 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

13,366 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

8,910 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
41 

事業名 No 48 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,706 千円 
外国人看護師候補者資格取得支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地域の実情

に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、外国人看護師候補者の看護師

国家試験合格を支援することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務で

ある。 

 アウトカム指

標 

外国人看護師候補者の看護師国家試験合格者数の増加（R2:1 人） 

事業の内容 外国人看護師候補者に対する免許取得のための学習支援を行う。 

アウトプット指標 看護師国家試験の合格を目指す 

アウトカムとアウトプットの関

連 

当該事業で支援を受けた外国人看護師候補者が看護師国家試験に合格すること

で、県内就職を促進し、看護職員等の医療従事者の確保を行うもの。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

14,706 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

9,804 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,902 

民 (千円) 

9,804 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

14,706 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
46 

事業名 No 49 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0 千円 
看護師勤務環境改善施設整備事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 各病院 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療ニーズの多様化に加え、交替制勤務や長時間労働など厳しい勤務環境が看護

職員の離職の一因となっていることから、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体

制を確保する必要がある。 

 アウトカム指

標 

常勤看護師離職率の低下（R1 年度: 11.6％） 

事業の内容 看護職員が働きやすい勤務環境の改善に必要な、医療の高度化に対応可能なナ

ースステーションの拡充、処置室及びカンファレンスルーム等の拡張、新設等にかかる

施設整備費を補助する。 

アウトプット指標 施設整備実施数：１施設 

アウトカムとアウトプットの関

連 

施設整備の実施により看護職員の勤務環境を改善することで、離職防止、人材確

保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

0 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

0 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

0 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 42 

事業名 No 50 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

120,234 千円 
看護師等養成所施設・設備整備事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年に向けて、高齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地域の実

情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が養成される看

護師等養成所の運営を支援していくことで、将来必要とされる看護職員を確保して

いくことが急務である。 

 アウトカム指

標 

県内医療機関就職率の向上（R3.3：71.6%） 

事業の内容 看護職員の養成力の充実を図るため、看護師等養成所の新増設及び、改築等に

対して補助を行い、看護職員の確保を促進するもの。 

アウトプット指標 施設整備実施数：１施設 

アウトカムとアウトプットの関

連 

看護師等養成所の新増設に必要な経費を補助することにより、医療従事者の養成

力の充実を図り、県内の看護職員の確保を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

120,234    

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

  26,718 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

13,360 

民 (千円) 

26,718 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

40,078 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

80,156 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
36 

事業名 No 51 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,880 千円 
看護師の特定行為研修推進事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

質の高い医療及び看護を提供するためには医師の判断を待たずに、手順書により一

定の診療の補助を行う看護師を増やすことが重要である。 

 アウトカム指

標 

県内の研修修了者数の増加（R4.1:98 人） 

事業の内容 特定行為研修を修了した看護師を養成・確保するため、医療機関等に対し研修の

受講費用を補助する。 

また、医療機関や訪問看護ステーション、介護施設等の職員を対象に特定行為研

修制度に関する正しい知識の普及を図り、同研修制度を推進するためのシンポジウ

ムを開催する。 

アウトプット指標 看護師特定行為研修受講者数の増加（R2:29 人） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

看護師に特定行為研修を受講させる医療機関等を支援すること、また、シンポジウム

開催により特定行為研修制度に関する正しい知識の普及を図ることで、県内の研修

修了者の増加を促し、医療・看護を担う人材確保を資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

26,880 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

8,960 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,480 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

13,440 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

13,440 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に係る事業 標準事業例 41 

事業名 No 52 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,897 千円 
看護職員確保対策強化事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託）（直営） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上になる 2025 年に向けて、高齢者の増加等に伴い看

護職員の不足が見込まれることから、看護職員の確保を図るため、ナースセンターとハ

ローワークとの連携強化など看護職員確保対策を強化する。 

 アウトカム指

標 

ハローワーク移動相談利用者の再就業者数の増加 

（H30:889 人→R6:1,500 人） 

事業の内容 ①看護職員確保対策強化（直営） 

・福岡県看護職員確保対策協議会の開催 

②再就職者の確保対策（委託） 

・ナースセンターに新たにハローワークにおける再就業移動相談を専任で行う職員を配

置し、求職中の看護職員に対しナースセンター及びサテライトへの就職支援につなげ

る。 

アウトプット指標 県内ハローワークへ訪問回数（年間 115 回） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

ハローワーク移動相談の利用者が、その後のナースセンター及びサテライトでの復職支

援の結果、再就業することにより、県内看護職員確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,897 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

634 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

7,931 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,966 

民 (千円) 

7,297 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,897 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

7,297 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ６．勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に

関する事業 

標準事業例 
‐ 

事業名 No 53 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

892,264 千円 
地域医療勤務環境改善支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和 6 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

現在の医療は、医師の自己犠牲的な長時間労働により支えられており、日進月

歩の医療技術への対応や、より質の高い医療やきめ細やかな患者への対応に対する

ニーズの高まりにより医師の長時間労働に拍車がかかってきている。 

勤務医が働きやすい職場づくりに向けて、他職種も含めた医療機関全体の効率

化や勤務環境改善の取り組みに要する経費を補助することで、地域での医療提供

体制を確保しつつ、医師の時間外労働の短縮につながることが見込まれる。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標 

県内にある年間 960 時間以上の時間外勤務を行っている医師がいる医療機関

数（集約中） 

事業の内容 地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な医療勤務環境となっている医療

機関を対象に、医療機関が作成する「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資す

る計画」に基づく取組を総合的に実施するのに要する経費を補助する。 

アウトプット指標 補助施設数（累計） 29 医療施設 

アウトカムとアウトプットの関

連 

医療機関が実施する勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に関する総合的な取組

を支援することで、長時間労働を行う医師がいる医療機関数を減らす。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

892,264 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

209,876 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

347,175 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

173,588 

民 (千円) 

137,299 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

520,763 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

371,501 

備考（注３） 基金充当額：令和 5 年度 520,763 千円 
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事業区分３ 介護施設等の整備に関する事業 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事 業 名 【No.１】福岡県介護施設等整備事業 
【総事業費】  

547,723 千円 

事業の対象 
となる医療 
介護総合 
確保区域 

全区域 

事 業 の 
実施主体 県、市町村 

事業の目標 〇 介護サービスの供給体制の確保や地域包括ケアシステムの構築に向けて、県の介護

保険事業支援計画等において予定している地域密着型サービス等の介護基盤の整備

を行う。 

・地域密着型特別養護老人ホーム 2,450 床（93 カ所） 

                →2,508 床（95 カ所） 

・特別養護老人ホームに併設されるショートステイ（整備分） 0 床（0 カ所） 

                           →12 床（2 カ所）  

・認知症高齢者グループホーム 10,764 床（706 カ所） 

→ 10,872 床（712 カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 4,905 人／月分（280 カ所） 

→5,140 人／月分（283 カ所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 2,593 人／月分（71 カ所） 

→ 2,810 人／月分（78 カ

所） 
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 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 943 人／月分（37 カ所） 

                   →1,001／月分（40 カ所） 

 ・介護予防拠点（整備分） ０カ所→１カ所 

※ 上記整備目標値には当事業による整備費補助のないものを含む。 

事業の期間 令和４年４月～令和６年３月 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

地域密着型特別養護老人ホーム       ５８床（２カ所） 

地域密着型特別養護老人ホームに併設されるショートステイ  １２床（２カ所） 

認知症高齢者グループホーム        ６カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所       ３カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  ７カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所     ３カ所 

介護予防拠点               １カ所 

                 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
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事業に要 

する費用 

の額 

事業内容 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

（注１） 

基金 その他 

（Ｃ） 

（注２） 
国（Ａ） 都道府県(Ｂ) 

①地域密着型サ

ービス施設等の整

備 

(千円) 

 

(千円) 

214,733 

(千円) 

107,367 

(千円) 

 

②施設等の開設・

設置に必要な準

備経費 

(千円) 

 

(千円) 

150,416 

(千円) 

75,207 

(千円) 

 

 

 

金 

 

 

 

 

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）に

おける公民の

別 

（注３） 

（注４） 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

365,149 

都道府県

（Ｂ） 

(千円) 

182,574 

民 うち受託事業等（再

掲） 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

547,723 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備  考 

（注５） 

令和４年度  324,483 千円 

令和５年度  223,240 千円 
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 事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）緊急時介護人材等支援 

（小項目）新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等の

サービス提供体制確保事業 

事業名 【No. 63（介護分）】 

緊急時介護人材確保・職場環境復旧等支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,718,775 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（県内介護事業所に補助） 

事業の期間 令和４年４月～令和６年３月 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる令和７年度には高齢化率

（６５歳以上人口割合）が約３０％に達すると予測され、生活習慣病など

慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９７，５２

５人を確保する。 

事業の内容 介護サービス事業所・施設等が、感染機会を減らしつつ、必要な介護サービスを

継続して提供するために必要な経費について支援を行う。 

アウトプット指標 対象施設への補助 

令和４年度：３８７事業所 

令和５年度：１，３９２事業所 

アウトカムとアウトプットの関

連 

当該支援を実施することで感染予防対策の徹底を図るとともに、支援を行うこと

により介護事業所において新型コロナウイルスの感染者等が発生した場合におい

ても、介護サービスが維持される環境を整える。このことにより、労働環境・処遇の

改善につなげる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,718,775 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

3,145,850 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,145,850 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,572,925 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,718,775 

うち受託事業等(再

掲)(注２) 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３） ＜基金充当額内訳＞ 

令和４年度:788,779 千円、令和５年度:3,929,996 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業（ロ） 

事業名 【No. 65（介護分）】 

介護ロボット導入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

499,667 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（県内介護事業所に補助） 

事業の期間 令和４年４月～令和６年３月 

背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる令和７年度には高齢化率

（６５歳以上人口割合）が約３０％に達すると予測され、生活習慣病など

慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９７，５

２５人を確保する。 

事業の内容 移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り・コミュニケーション、入浴支援、介護

業務支援の６分野について、介護施設等における介護ロボットの導入を支援。

先駆的な取組として他の介護施設等への普及を図る。 

・１機器につき最大３０万円(移乗支援又は入浴支援の場合は最大１００

万円)の補助 

・見守り機器導入に伴う通信環境整備の場合、最大１５０万円の補助 

アウトプット指標 ・介護ロボット導入支援 

令和４年度：１８０事業所、合計１,１４０台の導入を想定  

令和５年度：１５５事業所、合計１，３１２台の導入を想定 

・通信環境整備支援 

令和４年度：７０事業所を想定 

令和５年度：５９事業所を想定 

アウトカムとアウトプットの関連 介護ロボットの導入を促進し、介護施設等の介護従事者の負担軽減と介護

業務の効率化を図ることにより、介護事業所における労働環境・処遇の改善に

つなげる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

499,667 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

181,917 

基金 国（Ａ） (千円) 

181,917 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

90,959 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

272,876 

うち受託事業等(再

掲)(注２) 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

226,791 

備考（注３） ＜基金充当額内訳＞ 

令和４年度:272,876 千円、令和５年度:0 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業（ハ） 

事業名 【No. 66（介護分）】 

介護事業所に対する ICT 導入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

576,385 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（県内介護事業所に補助） 

事業の期間 令和４年４月～令和６年３月 

背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期高齢者となる令和７年度には高齢化率

（６５歳以上人口割合）が約３０％に達すると予測され、生活習慣病など

慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も長期化していくことが見込まれている。 

アウトカム指標：令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９７，５

２５人を確保する。 

事業の内容 介護事業所におけるＩＣＴ導入を促進するため、介護ソフト及びタブレット端

末等に係る導入費用の一部を補助する 

アウトプット指標 令和４年度：３７０施設・事業所／年 

令和５年度：３７０施設・事業所／年 

アウトカムとアウトプットの関連 介護職場におけるＩＣＴの導入を促進し、介護施設等の介護従事者の負担

軽減と介護業務の効率化を図ることにより、介護事業所における労働環境・処

遇の改善につなげる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

576,385 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

207,711 

基金 国（Ａ） (千円) 

207,711 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

103,855 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

311,566 

うち受託事業等(再

掲)(注２) 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

264,819 

備考（注３） ＜基金充当額内訳＞ 

令和４年度:311,566 千円、令和５年度: 0 千円 
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(2) 事業の実施状況 

この項目は、令和６年度以降に記載する。 

 

 

 

 


